
標準仕様書作成とその効果に係るロジックチャート 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 標準仕様書の作成 

目的１ カスタマイズを原則不要に 

目的２ ベンダ間での円滑なシステム更改 

共同クラウド化・ 

広域クラウド化 ベンダの 

負担の削減 

自治体の職員負担の削減 

 
自治体の財政負担の削減 

今あるカスタマイズのうち 

標準仕様書に盛り込む機能と 

盛り込まない機能を仕分け 
異なるベンダ間において、 

データ移行における移行ファイルの標準や、

標準装備すべき機能を設定 

カスタマイズに

ついての自治

体内、自治体

間、自治体・ベ

ンダ間の調整

コストの削減 

 

調達時、制度

改正時の負担

（重複投資）を

削減 

 

自治体間の調整コストを

削減し、自治体間のシス

テム共同化が容易に カスタマイズについての 

SE のプログラミングの負担の削減 
 

自治体・ベンダ間の調整コストの削減 

ベンダ・ロック

インを防ぎ、 

健全な競争を

促進 

サーバの構築・維持管理負担の削減 
 

調達時、制度改正時の負担（重複投資）を削減 

 

自治体・ 

ベンダ間の

調整コスト

の削減 

ベンダから見た 

  システムの原価を削減 

時間外勤務等の

削減 

人口減少社会・デジタル社会における住民サービスの維持・向上 

目
的
３ 

自
治
体
行
政
の
デ
ジ
タ
ル
化
に 

向
け
た
基
盤
整
備 

マイナンバーカードの活用や 

データ利活用等の、 

デジタル社会に必要な機能を搭載 

紙
媒
体
の
申
請
書
を
シ
ス
テ
ム
に
入
力
す
る
作
業
が
不
要
に 

 

各
自
治
体
が
デ
ジ
タ
ル
社
会
に
必
要
な
機
能
に
つ
い
て
個
別
に

ベ
ン
ダ
と
協
議
す
る
こ
と
が
不
要
に 

住民サービスの向上のために人材を集中 住民サービスの向上のために財源を集中 
住民の利便性向上 

スケールメリットを生かしたハード

ウェアの導入・維持費用の削減 

現在、ベンダが 

異なる自治体間で

も共同クラウド化 
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